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特集：第 2次安倍改造内閣を考える 

 

 この 2年近く、本誌が国内政治ネタを取り上げる機会が尐なくなるくらい、政治の安定

が続いてきました。なにしろ 2012 年末に発足した政権が、ようやく今週になって初めて

の内閣改造を行っているのですから。 

それだけに今回の「リシャッフル」は、今後の政治動向を占う上で重要な判断材料を提

供してくれそうです。たぶんこの改造を機に、「安保モード」だった安倍内閣は再び「経

済モード」に立ち返るのではないでしょうか。それは非常に合理的な思考に基づいていて、

つくづく安倍首相の本質は”Pragmatic Risk taker”であるように思われます。 

この秋に安倍内閣が取り組む課題が何かを考えてみました。 

 

●大臣は重く、改造は控えめに 

 

 歴代内閣の呼び方には、分かりやすい数え方がある。首相が国会で首班指名を受けた回

数によって、「第×次○○内閣」と呼ばれるのである。 

ゆえに 2012 年 12 月 26 日に発足した現在の安倍内閣は、「第 2 次安倍内閣」である。

第 1 次安倍内閣は、2006 年 9 月 26 日から 2007 年 9 月 26 日まで存続した。そして今週 9

月 3日に改造された後の内閣は、国会での首班指名とは関係がないので「第 2次安倍改造

内閣」と呼ばれる。今後、衆議院解散が行われて与党が勝利した場合には、「第 3次安倍

内閣」が発足するという理屈である。 

 改造以前の第 2 次安倍内閣は、617 日にわたる期間中、1 人の大臣も変わらなかったと

いう点で戦後の最長記録を打ち立てた。それ以前の「6 年間に首相が 6 人」という混乱の

時代を思えば、信じられないほどの安定内閣ぶりである。 
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 去るもの日々に疎しの感もあるが、2006 年から 2012 年までの日本政治においては、大

臣がコロコロと変わることがめずらしくなかった。なにしろ大臣が辞める理由は、スキャ

ンダル、不適切な国会答弁、メディア向けの失言、閣内不一致、そして事故、病気に至る

までいくらでも考えられる。特に与党が脆弱で野党が強い時には、実に些細な理由で大臣

の首が飛んでしまうものである。 

その先鞭をつけたのは、ほかならぬ第 1次安倍内閣であった。ほんの 1年足らずの間に、

実に 4人もの大臣が次々に入れ替わったのだ1。 

 

 ＜犠牲者＞   ＜理由＞   ＜後任＞ 

＊佐田 玄一郎（行革担当相）×事務所経費問題  →渡辺 喜美 

＊松岡 利勝（農水相）   ×自殺    →赤城 徳彦 

＊久間 章生（防衛相）      ×「原爆しょうがない」発言 →小池 百合子 

＊赤城 徳彦（農水相）      ×事務所経費問題＆バンソーコー →若林 正俊 

 

 こうしてみると、第 1次と第 2次の安倍内閣はまるで別物のようである。安倍首相が失

敗から学習したのか、自民党が下野時代の反省を生かしたのか。それとも当時と今では、

野党の勢いがまるで違うし、メディアも大人しくなっているからなのか。あるいは閣僚も

「慣れ」が大切であって、長く続けることによって安定感を増すのかもしれない。 

 これだけうまく行っている内閣を変えるのは、おそらく首相としても気が進まなかった

ものと拝察する。「どう変えても、前より良くなることは考えにくい」からである。それ

でも日本政治の基準として、「600 日以上」は一内閣の期間として長過ぎる。さすがにこ

れ以上は引っ張れない、というのが正直なところだったのではないだろうか。 

従来の常識に沿って考えると、自民党には「入閣適齢期の議員が衆参で 60 人もいる」

と言われていた。ところが入閣できるのは、最高でも 18 人までである。どう考えても、

喜ぶ人よりも悔しがる人の方が多くなる。ゆえに「首相の権力は解散とともに強まり、改

造とともに弱まる」（佐藤栄作）などと言われる。例えば野田佳彦内閣は、1 年 4 か月の

任期中に 3 回も改造を行っている。党内融和のためにやむなく人事を連発したわけだが、

後から考えてみるとけっして成功とはいえなかったようである。 

 他方、過去においてもそうだったように、内閣改造にはある程度、支持率を上昇させる

効果がある。すでに 9月 5日朝時点で、読売新聞＋13p（51％→64％）、日経新聞＋11p（49％

→60％）、共同通信＋5.1p（49.8％→54.9％）、毎日新聞±ゼロ（47％→47％）という調査

結果が出ている。これらは「久々の改造」のご利益と受け止めるべきであって、頻繁な改

造はけっして褒められた話ではないと思うのである。 

                                                      
1 ちなみに「女は産む機械」発言で批判された柳澤厚労相は、なんとか逃げ切っている。また、参院選で

大敗した後の安倍首相は 8月 27日に内閣改造を行い、「第 1次安倍改造内閣」が 30日間だけ続くので

あるが、この間にも遠藤武彦農水相が政治資金問題で辞任し、若林正俊農水相が再登板している。 
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●内閣支持率低下でも政党は変わらず 

 

 あらためて、過去 1年 8カ月の安倍内閣を振り返ってみよう。 

以下に通信社 2社の世論調査結果の推移を掲げてみる。電話方式でも面接方式でも、有

意な違いは認められない。たぶん時事通信も、9月調査分（12～15日に実施予定）では支

持率がやや上昇することになるだろう。 

 

○内閣支持率の推移 

 

8 月時点の支持率は、共同通信が 49.8％、時事通信が 43.5％である。全体のトレンドは

なだらかな「右肩下がり」で、今風の言い方をすると、”Tapering”（先細り）といったと

ころか。ただしその中でも、昨年 9月の IOC総会で東京五輪招致が決まった直後は上昇し

ている。逆に昨年 12 月の特定秘密保護法成立、今年 7 月の集団的自衛権の解釈変更では

下落している。安全保障政策は、あまり国民の受けがよろしくないようである。 

他方、8 月時点において不支持率も 4 割台に上昇している点に注意が必要である。経験

的に言って、一度上がった不支持率はなかなか下がりにくいので、安倍首相としては今後

「支持率が不支持率と逆転しないようにする」ことが課題となるだろう。 

 その一方、自民党への支持は驚くほど安定している。あまりにも野党が尐数かつバラバ

ラなので、安倍不支持層の担い手になれていない。特に野党第一党で、3 年 3 か月にわた

る政権体験を持つ民主党に対し、ほとんど追い風が吹いていないのは問題であろう。 

 上記のデータは、安倍首相が心配すべきは党内であって、野党ではないことを示唆して

いる。言い換えれば、安倍氏は来年 9月の自民党総裁選で再選されることをまず念頭に置

くべきで、国政選挙のことはしばらく考えなくて良い。今回の内閣改造が、選挙向けとい

うよりも党内融和を重視するものであったことは、自然な選択であったと言えるだろう。 
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●安倍首相の 2 つの顔～「経済」と「安保」 

 

 この 1年 8か月を振り返ってみると、「安倍氏には 2つの顔がある」ように思える。ひ

とつは経済モードの安倍氏であり、その本質は改革者である。もうひとつは安全保障モー

ドの安倍氏であり、その本質は保守政治家である。両者が代わる代わる顔を覗かせる。 

 コアな安倍支持層は、後者により強く期待をしている。しかし全体としてみると、前者

に期待する人の方が多い。はっきり言ってしまうと、安倍氏が本気で考えているのは安全

保障の方であって、経済への関心はそれほど高くないと見なされている。 

 例えば、安倍首相は女性の社会進出を強く打ち出している。あれは意外と本気なのでは

ないかと筆者は受け止めているのだが、真に受けている人はあまり居ない様子である。だ

から女性の安倍支持者は必ずしも多くない。 

 政権発足から 2013 年夏まで、安倍氏はもっぱら経済の人であり、改革者モードであっ

た。そしてこの間は内閣支持率も高かった。日銀総裁に黒田東彦氏を起用したのは冒険で

あったし、TPP 交渉への参加を決めたのも大胆であった。さらに東京五輪の招致活動に惜

しみなく政治資源を投入したが、もしも IOC総会で負けていたら目も当てられないところ

だった。安倍氏は、意外なくらいに「リスクテイカー」なのである。 

 そして 2013年秋以降、安倍氏は安保モードに転じる。日本版 NSC の創設、特定秘密保

護法などの安保関連の法整備に着手し、年末には靖国神社に参拝した。当然のことながら、

中国と韓国は態度を硬化させた。内閣支持率もいったん低下する。そして今年 7 月には、

長年の懸案であった集団的自衛権の解釈変更を閣議決定している。 

 ところが安倍首相は、安全保障法制の改変手続きをあっさりと来年春以降へ先送りして

しまった。おそらく公明党との関係を重視してのことなのだろうが、このあたりは驚くほ

ど「プラグマチスト」である。もとよりタカ派的な保守政治家なのだが、ときおり柔軟な

ところを見せるのである。 

さて、その安倍首相はこの夏、『文芸春秋』9 月号に「アベノミクス第 2 章起動宣言」

という手記を寄稿している。地方経済の活性化を目指すとか、人口 1億人をキープすると

いった目標が掲げられているくらいで、中身的にはさほど真新しいことは含まれていない。

だが、「経済成長こそ私の政権の最重要課題です」と宣言している点は重要であろう。つ

まり再び「経済モード」に戻ると言っているのだ。 

 考えてみれば、集団的自衛権の解釈変更によって、安倍首相は安全保障上の所期の課題

を終えてしまっている。「安全保障モード」はしばらく十分というわけだ。 

このことは、安倍政権がこれから対中関係の改善に向かうことも示唆している。安全保

障モードの際には、中国による海洋進出や防空識別圏設定など一連の強硬姿勢は非常に好

都合であった。だが今の安倍首相は、これ以上中国を刺激する必然性は乏しい。たぶん中

国側にも、似たような事情が隠れているのではないだろうか。 
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●改造内閣は経済モードへと回帰する 

 

 最初から「経済モードへの再転換」という目的があったと考えると、今回の改造内閣は

実に理にかなっている。 

 

＊ 「3A＋S」 はそのまま 

――安倍内閣の骨格とも言うべき「麻生財務相、菅官房長官、甘利経済再生相」のト

リオを留任させた。消費増税、TPP、成長戦略など「現在進行形」の経済政策が多いこ

とを考えると、「動かせないし、動かしたくない」のであろう。思えば「3A＋S」は、

2012年の総裁選で逆転勝利を収めたとき以来の「同志的連帯」で結ばれている。 

＊ 谷垣元総裁の幹事長起用 

――今回の人事の目玉商品で、党内安定に絶大な効果あり。また自民党内の序列は、

高村副総裁、谷垣幹事長、二階総務会長と「親中派」がずらりと並ぶことになった。 

――年末の消費増税最終決断については、「予定通り実施」「対策の追加」「延期」

「取りやめ」まで様々な選択肢があり得る。あらかじめ「最強の増税派」を党の中心

に配しておくことは、安倍内閣がどういう結果を選択するにせよ、党内の意見が割れ

ることを回避する効果がありそうだ。 

＊ 塩崎厚生労働大臣 

――「GPIF改革が進む」という思惑から、人事観測だけで株価が上昇した。しかし本

誌でも以前に指摘した通り2、「株価だけ上げても仕方がない」。むしろ労働法制の改

革や社会保障費の削減を進め、日本企業の生産性を地道に上げていく必要がある。 

――安倍内閣が経済モードに戻るためには、厚生労働分野が最大の主戦場となろう。党内

でも数尐ない「改革派」として塩崎大臣の腕の見せ所である。 

＊ 小渕経済産業相 

――単に女性閣僚を増やすだけでなく、財務、外務と並ぶ重要閣僚に配することの象

徴的な意義は大きい。懸案の原発再稼働にもっとも反対しているのは、小渕氏のよう

な子供を持つ女性たち。「日本初の女性首相候補」としては文字通りの試金石となる。 

＊ 石破地方創生担当相 

――「人事でゴネて“地方”に飛ばされた」などと揶揄される石破氏だが、来春には

統一地方選挙を控え、地方経済の底上げは政権としての最重要課題。火中の栗とも言

えるポストだが、地方に顔の利く大物議員でないと務まらない。特に国家戦略特区を

進める観点からは、総務省、国交省、農水省、厚労省などの関係官庁に対して「モノ

が言える」強い大臣であることが必須条件だ。 

                                                      
2 7月 11日号「第 2次成長戦略の品定め」 
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●秋の政治課題を 3点読み 

 

 さて、新内閣が迎えるこの秋の政治課題は何か。主要日程を並べると以下のようになる。

外交日程が多く、北朝鮮の拉致問題、プーチン訪日といったワイルドカードもある。さら

に福島と沖縄という 2つの県知事選挙は、政権にとって重い課題であろう。 

 

○この秋の政治外交日程 
 

9/6-8  安倍首相がバングラデシュ、スリランカを訪問 

9/8   第 2四半期 GDP 2次速報発表 (前期比▲6.8%→？) 

9月中？ 北朝鮮が拉致被害者再調査報告書を発表 

9/23～   国連総会始まる。安倍首相が一般演説へ  

9/29?   秋の臨時国会召集 

10/26   福島県知事選挙 

11/10-11 APEC首脳会談（北京） 

11/15-16 G20首脳会談（ブリスベーン） 

11/16   沖縄県知事選挙 

11/17   第 3四半期 GDP 1次速報発表  

12月中 消費税増税の最終決断(8%→10% 2015年 10月から) 

 

 強いて言えば、この秋のポイントは以下の 3点である。 

まずは 11 月 APEC 首脳会議における日中首脳会談。これは実現するものと見る。「靖

国」と「尖閣」という日中間の難問をどうやって処理するかは、本誌 8月 8日号「日中ロ

三角関係の行方」の中で種明かしをしている。 

 次は言わずと知れた消費増税。第 3四半期 GDPと 12月日銀短観を見て最終決定となる

だろうが、消費増税法付則 18 条を使った凍結も十分あり得る。が、その場合は「いつま

で延期するか」を明言しなければならず、それが難しい。ゆえに最善手は、「大胆な追加

景気対策」を抱き合わせての増税決断ということになるだろう。そこでどんな手を打つべ

きかは、前号の 8月 22日号「再考・GDP と景気と消費税」の中でご紹介している。 

 3番目は、臨時国会の焦点となりそうな IR法案（特定複合観光施設区域の整備の推進に

関する法律案）の扱いである。日本でカジノを解禁するという法案で、世論の支持が強い

とはいえないが、やれば確実に経済効果がある。認められれば、外資による投資額は 1件

当たり 5000 億円程度となり、それが大阪、沖縄、横浜（or 東京）などで誕生する。税収

増や雇用の創出効果は巨大なものになるだろう。「観光立国」の目玉商品ともなる。ただ

し時間はかかるので、2020年の東京五輪には間に合わないだろう。 

臨時国会における IR 法案は、プラグマチック・リスクテイカーたる安倍首相ならでは

のギャンブルとなるだろう。これが通せるかどうかは、安倍改造内閣の力量を試す格好の

メルクマールとなるのではないだろうか。 
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＜今週の The Economist 誌から＞ 

”A strenuous September”     Asia 

「インドのアジア外交～目白押しの 9月」   August 30
th
 2014 

 

＊ 政権発足から間もないインドのモディ首相が訪日しています。The Economist誌によれ

ば、インドは「ルック・イースト」政策で対アジア外交を展開中とのこと。 

＜抄訳＞ 

 インドのナレンドラ・モディ首相は一晩 3～4 時間しか寝ず、ヨガで精気を補給してい

ると語る。向こう数か月はアジア外遊三昧で、ますますその必要が高まることだろう。 

 8月 30日から財界人とともに日本で 5日間滞在する。安倍首相とはかねてから対中警戒

で一致し、グジャラート州知事時代の 2007年と 12年に会っている。2人は SNSでもつな

がっていて、安倍がフォローしている 3人のツィートのうち 1人がモディである。 

 本当は 5 月の首相就任後、7 月に訪日するはずだった。1 月の安倍訪印、そして昨年末

の天皇訪印への返礼である。延期された分、友情を示す企画が進行中だ。今や中国ではな

く、インドが日本の最大の支援相手国。自動車や電機企業の対印投資も決まるだろう。 

 逆に日本は、インドの高速鉄道が日本製になることを望んでいる。インドは 6年前の米

印原子力協定のようなものを、日本との間で望んでいる。だがインドは NPTに加盟してお

らず、日印の民間協力は揉めそうだ。また日本企業はインド企業との取引に消極的である。 

 印海軍向け US-2偵察機 15機の販売も協議されよう。モディはインド国内での共同生産

を望み、製造業、特に防衛産業の振興を意図している。インドは 7月、49％までの外資参

加を認めている。ただし第三者への転売があれば契約は壊れる、と日本側は警告する。 

 日印協力はタイミングが良い。安倍はインドを「ミドルパワー」安保協力に引き込みた

い。中国が台頭し、米国が心許ないからだ。「モディのアジア観は拡張志向」とデリーの

研究者は評する。2人が組めば、中国を挑発することを恐れなくなるというわけだ。 

 豪州のアボット首相も似た者同士である。モディはデリーに戻るや否やアボットと会談

し、豪州産ウランの対印輸出が決まる見込み。ハワード首相の禁輸から 7年目である。こ

れも安保問題で、輸入ウランが発電用に回り国内備蓄が軍事用に使われるかもしれない。 

 豪印関係も緊密化している。来年には初の合同海軍演習が行われる。豪州の専門家は「中

国に対するヘッジとバランシングのダンス」と称する。モディは 11月に訪豪する予定だ。 

 9 月中旬の習近平による訪印は、貿易・投資が主題とはいえ居心地の悪いものになりそ

うだ。中印領土問題を早期解決するとの観測もあったが、モディは強硬なようだ。5 月の

就任時には、ダライラマはさておき、チベット亡命政府の指導者を招待している。 

 今週、モディはスワラジ外相をミャンマー、シンガポール、ベトナムに派遣する。中国

を意識して、インドは東南アジアとの安保協力を強化しつつある。戦艦をフィリピンに送

っているし、今月は印海軍がベトナムと中国近海で合同演習を行う。潜水艦訓練なども予

定されている。印国営石油会社は今月、南シナ海の 2本の油井契約をベトナムと更新する。
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インドが考える「ルック・イースト」政策には中国が抜け落ちている。ベトナム外交官曰

く、「インドは全天候型の友」で、中国にとってのパキスタンのようだ。だが、モディは

慎重で中国を怒らせることを望まない。対中闘争を望む声は国内にはほとんどない。 

 9 月にはモディは訪米して国連総会に出席し、オバマ大統領と会談してシン首相時代に

冷え込んだ米印関係を修復する。インド洋での米印海軍演習が協議されることだろう。 

 

 

＜From the Editor＞ 今年の流行語は？ 

 

今年も残るところ 4か月を切り、ちょうど 3分の 2を過ぎたところです。ふと気になっ

ていろんな人に聞いているのですが、「今年の流行語って何？」――これがなかなか出て

こないのです。 

昨年は流行語が豊作で、「じぇじぇじぇ」「今でしょ」「おもてなし」「倍返し」「ア

ベノミクス」など、候補作がざくざく出てきました。それが今年は不作もいいところで、

すぐに思いつくのは「STAP細胞」くらい。でも、それって実在しないみたいです。 

けっしてニュースが足りないわけではないのです。今年は佐村河内さんに小保方さんに

野々村さんに……と、目立つ人が次から次へと登場しました。特に野々村県議の号泣記者

会見はすごいインパクトでした。惜しむらくは、何を言っているのかがわからない。あそ

こで印象的なフレーズがあれば、即、有力候補になっていたことでしょう。 

今年は冬季五輪とワールドカップもあったというのに、スポーツ選手による発言も印象

が薄い。浅田真央ちゃんの「ハーフ・ハーフ」と、ザック・ジャパンの「自分たちのサッ

カー」は、あまり勇気づけられるという感じじゃなかったですし。強いて言えば、スキー

ジャンプの葛西紀明選手に冠せられた「レジェンド」は良かったですね。ただのベテラン

ではなくて伝説の人。そんな風に呼ばれてみたいものです。 

去年は不作だったお笑い系で、今年は未亡人あけみちゃんの「ダメよ～ダメダメ」が飛

び出しました。あのコンビ、「日本エレキテル連合」というんだそうですが、個人的には

ちょっと苦手です。今年の紅白に出られるかどうかは、NHKとしてもビミョーなところじ

ゃないでしょうか。 

今年、流行ったものと言えば、「アナ雪」と「妖怪ウオッチ」。いずれも社会現象とな

る勢いですが、欲を言えば流行語は単なる商品名ではなく、話し手のキャラクターと一体

化したセリフであって欲しいもの。主題歌「ありのままに」（”Let it Go.” ただし「レリゴ

ー」と発音する）が良かった、というファンは筆者の周囲にも多いのですが、あいにく見

ていないのでこれ以上コメントできません。どうもすいません。 

このままいくと今年の流行語大賞は、「GPIF」「集団的自衛権」「ビットコイン」「デ

ング熱」「妊活」「カープ女子」、あるいは「脱法ハーブ」改め「危険ドラッグ」など、

今風の新しい用語だけがずらずらと並んで終わってしまいそうです。 
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ところで、いかにも 2014 年を代表しそうな言葉が「コピペ」。博士論文から首相挨拶

まで、今年はいろんなところでこの言葉が顔を出します。情報がネット上で飛び交う世の

中においては、人生の至る所にお手軽な「コピペ」の誘惑がある。でもオリジナルな言葉

に語り手の熱意を乗せないと、感動は伝わらないし、記憶にも残らないし、時代を表す流

行語も生まれないのであります。 

どうも去年に比べて、今年は社会全体の熱量が低いようなのです。株価も今ひとつ冴え

ないし。せめて残り 4か月弱、精一杯 2014年を盛り上げたいものです。え？「消費増税」

のせいで元気が出ない？ うーん、そう言われると急にそんな気もしてきたなあ……。 

 

＊ 次号は 9 月 19 日（金）にお届けする予定です。 

 

編集者敬白 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
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